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1.研究目的 

人口減少時代を迎えるにあたり、コンパクト＋ネットワ

ークの都市構造が指向されているが、集約した拠点の必要

性は都市縁辺地域にも広がり、市街化調整区域（以下、調

整区域）への設置も指摘されている１）２）。特に、本来市街

化抑制を前提としている調整区域面積が大きい自治体では、

市街化区域内だけで生活拠点を賄うには限界があり、コン

パクト＋ネットワークという集約化に基づいた空間計画は

困難といえよう。こうした市街化調整区域の面積が広くな

る傾向にある自治体として、広域都市計画区域（以下、広

域都計）の中心となる市町村ではない縁辺市町村が含まれ

ると考えられる。更に、広域都市計画区域の場合は、区域

全体の将来人口フレームから市街化区域の設定を検討する

ために、人口減少時代においては、今後も現状の市街化調

整区域面積を維持していくことが想定される。 
以上の視点から、本研究では、線引き広域都計区域内に

属する中心地を除く縁辺各市町村の調整区域面積および調

整区域内居住人口割合の実態を把握した上で、これら２つ

の割合の高い市町村、すなわち、宅地化を抑制することを

前提とする調整区域で多くの人口を抱えざるを得ない市町

村を取り上げ、集約型都市構造を目指す中で、居住および

生活拠点に関わる土地利用の課題を把握することを目的と

する。 
 

2．関連する既往研究と本研究の位置づけ 

 人口減少時代の人口フレームを取り上げた研究として、

人口減少下での定期見直しでは過度な人口推計や可住地人

口密度の減少を行うべきでなく、新市街地にあてる人口を

過大に確保することを避けるシステムが必要であると指摘

した田之上らの研究３）や人口フレームで示した目標人口の

割り付け手段として、集約型都市構造となるまちなか居住

や未利用地活用がある一方で、調整区域での新市街地整備

があることを指摘した田崎らの研究４）、市街化調整区域地

区計画について、上位計画との整合性のある計画的な運用

を図る上で、計画人口の人口フレームへの考慮等を指摘し

た村山らの研究５）がある。しかし、文献３）は、広域都計

全体の都市計画区域マスタープラン（以下、区域マス）の

人口フレームを対象としており、広域都計に属する各市町

村の都市マスの人口フレームには言及していない。また、

文献４）についても、区域マスとの関係について「市町村

が属する区域マスタープランには区域全体の想定人口の記

述はあるが自治体ごとの想定人口や割り付ける地域の言及

がなく、フレームを用いた広域調整は明示的に行われてい

ない。」としているが、それ以上の考察には踏み込んでない。

また、文献５）についても、上位計画（人口フレーム）と

地区計画との整合性を自治体行政区域内について分析して

おり、広域都計区域全体の人口フレームと広域都計区域内

に属する各市町村の人口フレームとの齟齬について言及し

ているものではない。 
一方、人口減少時代における集約型都市構造を目指すに

あたっての調整区域の生活拠点を取り扱った研究として、

集約すべき地域は調整区域内にもあるとし、集約化する方

法として都市計画法34条11号（以下、3411条例）を含め

た緩和措置の連動運用を指摘した酒本らの研究１）や調整区

域であっても生活利便性の高い区域での開発許容の検討の

必要性を指摘し、50 戸連たんに制約される 3411 条例では

なく地区計画の運用での対応（都市計画法34条10号）を

示唆した八矢らの研究２）がある。また、浅野らの研究６）で

は、介護保険福祉施設に焦点をあて、調整区域内での立地

の在り方およびそれに関わる開発許可制度の運用について

広域都市計画区域縁辺市町村の市街化調整区域における居住および生活拠点に関する研究 

－都市計画区域マスタープランと市町村都市計画マスタープランの比較考察を含めて－ 
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示唆を与えている。しかし、何れも研究対象として取り上

げた市町村の調整区域面積の割合や調整区域内居住人口割

合は必ずしも高くなく、本研究の研究対象とする調整区域

面積および調整区域内居住人口割合の高い市町村とは一線

を画するものである。 
本研究では、以上の既往研究での研究蓄積を踏まえた上

で、特に宅地化抑制を前提とする調整区域で多くの人口を

抱えざるを得ない市町村として、広域都計に属し、調整区

域面積および調整区域内居住人口割合の高い市町村を取り

上げ、居住に関わる土地利用方策の基本となる人口フレー

ム設定および拠点設定について、区域マスと都市計画マス

タープラン（以下、都市マス）との比較考察を通し、土地

利用課題に言及する点に特徴がある。先述したように、線

引き広域都計全体の人口フレームを踏まえた開発動向に関

する考察や単独の市町村に指定されている線引き都市計画

区域の市街化調整区域での開発許可制度の運用実態などに

関する考察は多いが、線引き広域都計の中心となる市町村

ではない縁辺市町村における市街化調整区域の今後の拠点

論に関する考察は少なく、本研究ではこの内容を取り扱う。 
 

3.研究方法 

まず初めに、平成 27 年度都市計画現況調査のデータ７）

をもとに全国の市町村を広域都計と単独都市計画区域（以

下、単独都計）別、区域区分（線引きありなし）別に分類

する。 
その中から、本研究の調査対象となる線引き広域都計縁

辺市町村の中から、調整区域面積割合と調整区域内居住人

口割合の何れの割合も高い市町村を調査対象として抽出す

る。 
次に、調査対象として抽出したＡ町、Ｂ町について GIS 

（QGIS Ver.2.12.3）を用い、土地利用の実態を把握する。 
そして、各町の都市マスと総合計画および各町が属する

広域都計の区域マスを比較し、将来人口フレームの設定と

拠点の設定およびそれぞれの設定に関わる開発手法につい

て把握する。把握した内容をもとに2町へのインタビュー

調査（１）を行い、現状の課題を考察する。 
 

4.市町村別に見た全国の都市計画区域指定の実態 

4-1.全国都市計画区域指定の実態 

全国都市計画区域を広域都計と単独都計に分類し、それ

ぞれを線引きありなしに分類した。図１より、単独都計は

879と全体の1062の内、約8割と多くを占めている。単独

都計の中では線引きなしが726と約8割を占めており、線

引きありは少ない。一方で研究対象の広域都計では、線引

きありが113と線引きなし(70)よりも多く、広域都計の約6
割を占める。 
4-2.市町村別に見た都市計画区域指定の実態 

市町村別の都市計画区域の指定状況を把握するために、

全国 1062 都市計画区域について、市町村単位で含まれる

都市計画区域数、広域都計・単独都計別、線引きのありな

し別に集計した（表１）。 
表1より、都市計画区域を1つ持つ市町村（以下、単数

市町村）が1237と全体の9割を占めるが、複数の都市計画

区域を含む市町村（以下、複数市町村）が133あった。複

数市町村のうち、都市計画区域数が 2 つの市町村が 94、3
つの市町村が 30 と、含まれる都市計画区域数が増えるほ

ど、市町村数は少なくなくなっているが、1 市町村で含ま

れる都市計画区域が最大で6つに達する市町村も存在した。 
単数市町村の内、単独都計は「単独都計･線引きなし」の

市町村が 4 割（518/1237）と最も多く、広域都計は「広域

都計･線引きあり」の市町村が3.5割（448/1237）と最も多

い。また複数市町村の場合でも、都市計画区域数2つの市

町村で、「単独都計・線引きなし」のみが 31.9％（30/94）、
「広域都計・線引きあり＋単独都計・線引きなし」が22.3％
（21/94）、都市計画区域数が3つの市町村で、「単独都計・

線引きなし」のみが40.0％（12/30）、「広域都計・線引きあ

り+単独都計・線引きなし 2 つ」が 23.3％（7/30）であり、

「広域都計・線引きあり」と「単独都計・線引きなし」を

含む市町村が多く、単数市町村と同様の傾向が見られた。 

図1 指定範囲及び区域区分別に見た都市計画区域数

線引きあり：113 線引きなし：70 線引きあり：153 線引きなし：726

広域都市計画区域：183 単独都市計画区域：879

都市計画区域：1062

表 1 都市計画区域数広域単独線引き有無別に見た市町

あり なし あり なし
○ 448

○ 151
○ 120

○ 518
○ 3
○ ○ 12
○ ○ 2
○ ○ 21

○ ○ 2
○ ○ 10

○ ○ 14
○ 30

○ ○ 7
○ ○ ○ 3
○ ○ 2

○ ○ 6
○ 12

広域1+単独３：１ ○ ○ 1
○ ○ 2

○ 1
○ ○ 1

○ ○ ○ 1
○ ○ 2

○ 1
1370
495

都市計画区域をもつ市町村数
広域線引き都市計画区域を含む市町村数

該当
市町村数線引きの有無

都市計画区域の種別 広域都計 単独都計

都市計画区域数
４：４

広域１+単独4〜5

単独４：３

単独5〜6

都市計画区域数
５〜６：５

広域+広域：15

単独：638

都市計画区域数
３：30

広域1+単独２：12

単独：18

都市計画区域数
１：1237

広域：599

都市計画区域数
２：94

広域+単独：35

単独+単独：44
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5.線引き広域都市計画区域に属する市町村の調整区域面積

と調整区域内居住人口の傾向 

線引き広域都計の都市計画区域を含む 495 市町村（4 章

の「広域都計・線引きあり」）の調整区域面積割合を算出し

た結果、平均 40.5％となった。次に算出した市町村別の調

整区域面積割合について、各市町村に含まれる都市計画区

域数別に見ると、単数市町村では50％を超える市町村が約

6 割、都市計画区域数 2 つでは約 2 割と、含まれる都市計

画区域数が少ないほど調整区域面積割合が高い市町村が多

い傾向にあることがわかった（図2参照）。 
次に、調整区域面積割合が高い市町村を多く含む、単数

市町村448のみを取り上げ、市町村別の調整区域内居住人

口割合を算出した結果、平均 20.6％となり、市町村別の調

整区域面積割合と調整区域内居住人口割合との相関係数は

0.60 となり、やや相関関係が認められ、調整区域面積割合

が高いと調整区域内居住人口割合も高くなる傾向にあるこ

とが確認できた。一方で、「単独都計・線引きあり」の場合

についても、市町村別の調整区域面積割合と調整区域内居

住人口割合との相関係数は 0.63（単独都計区域を一つのみ

含む市町村＝単数市町村120より算出）となり、同様の傾

向を示した。しかし、図3に示したように、調整区域内居

住人口が50％を超える市町村45のうち42が広域都計を持

つ市町村であり、広域都計に属する市町村の方が調整区域

内居住人口割合が高くなる傾向にあることが分かった。 
次に、これら調整区域内居住人口割合50％を超える市町

村の広域都計には、【1】人口20万未満の中心となる市町村

を持つ広域都計に属する（図4 の●）、【2】人口25 万人以

上の中心となる市町村を一つ持つ広域都計属する（図4の

●）、【3】人口 20 万以上の都市を複数持つ広域都計に属す

る（図 4 の●）、【4】調整区域内居住人口割合 50％を超え

る市町村自体が広域都計内で最大人口規模（5.6～10.6万人）

を有する（図4の●）、の4つパターンがあることが分かっ

た。このうち、【1】～【3】は広域都計の縁辺市町村と判断

できるが、調整区域内居住人口割合が高い上位 10 市町村

を見ると（図4参照）、パターン【1】とパターン【2】がそ

れぞれ 4 市町村と多く、合計で 8 割、上位 20 市町村でも

パターン【1】と【2】で8割を占めており、特にこの2つ

のパターンの広域都計縁辺市町村で調整区域内居住人口の

割合が高くなる傾向にあることが分かった。 
なお、以上 42 都市のうち 9 市町村は区域区分決定後に

市町村合併を経験しているが、何れも広域都計内での市町

村合併であり、合併に伴う都市計画区域の変更はない。ま

た、能勢町を除く41都市は昭和40～50年代に区域区分決

定をしている。 
パターン【1】～【3】に属し、広域都計縁辺市町村と判

断できる広域都計に属する 38 市町村で、調整区域内居住

人口および調整区域面積の割合が高い市町村として、調整

区域内居住人口割合80%以上、調整区域面積割合90%以上

の4市町（図3の2～5）のうち、平成7年に当初の区域区

分を行っている能勢町（図 3 の 5）を除き、区域区分決定
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9.明和町

(館林市)

10.桜川市(筑西市)

11.五霞町(坂東市)

12.加西市(明石市・加古川市)

13.中城村【那覇市】

14.境町(坂東市)

15.愛西市

【名古屋市】

16.石井町【徳島市】
17.日野町(東近江市)

18.千代田町(館林市)

19.筑西市(筑西市）

20.那珂市【水戸市】

21.安八町(大垣市)

22.田原市(豊橋市)

23.明日香村【奈良市】

24.板倉町(館林市)

25.邑楽町(館林市)

26.嘉島町【熊本市】

27.稲沢市(一宮市・春日井市)

28.富里市(成田市)

29.福崎町(姫路市)30.神戸町(大垣市)

31.稲美町(明石市・加古川市)

32.小野市(明石市・加古川市)

33.松前町【松山市】

34.日吉津村(米子市)

35.御殿場市(御殿場市)

36.国見町【福島市】

37.神栖市(神栖市) 38.江南市(一宮市・春日井市)
, 

39.川島町(川越市)

40.滑川町(東松山市) 41.御所市【奈良市】

42.上三川町【宇都宮市】

0
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調
整

区
域
内

居
住
人

口
50

%
以
上

市
町
村

の
人
口

(万
人

）

調整区域内居住人口50%以上の市町村が含まれる広域都市計画区域内で中心となる市町村の人口（万人）

凡例●広域都計に含まれる市町村の最大人口規模が20万未満

●広域都計に含まれる市町村の最大人口規模が人口25万人以上

●広域都計に人口20万以上の都市を複数含む

●調整区域居住人口50％を超える市町村自体が広域都計内で最

大人口規模（5.6～10.6万人）を有する

225140 230135

※１数字は調整区域内居住人口割合が高い順を占めす(図３と対応)※２囲み都市は調整区域居住人口割合上位10都市を示す※３は（）は広域都計内の最大人口都市及び人口２０万以上の都市。※４【】は※３の

内、県庁所在都市を示す。※５広域都計内で中心となる市町村人口について（）と【】の市町村の都市計画区域外及び別の都市計画区域居住人口は含めず、複数の都市を含む●は20万以上都市の人口を合算した。
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年が区域区分制度導入時（昭和 40 年代）の 3 市町の中か

ら、将来人口フレーム増加設定のＡ町、減少設定のＢ町一

つずつを取り上げ、事例分析の調査対象とした。 
 
6.Ａ町とＢ町の区域区分及び用途地域 

Ａ町が属する広域都計は昭和 48 年の区域区分指定後、

広域都計区域の変更はないが、ａ市は平成17～18年に1市
6 町が合併しており、合併した地域の一部が広域都計範囲

外であり、非線引き都市計画区域と都市計画区域外を含む

こととなったが、人口の8割が広域都計内に居住している。

Ａ町はこのａ市およびｂ市を中心とした広域都計縁辺にあ

たり（図5）、調整区域面積の割合は92.8％を占める。用途

地域は工業専用地域が204.７ha、工業地域が92.9haと工業

系が用途地域全体の 92.5％を占める。その他、アウトレッ

トモールに近隣商業地域（18ha）、工業団地に隣接して通勤

者のための社宅に第一種中高層住居専用地域（5.0ha）と第

一種住居地域(1.1ha)の指定がある（図9、図10参照）。 
Ｂ町が属する広域都計は昭和 49 年の区域区分指定後、

広域都計区域の変更はないが、ｄ市は平成 19 年の市町村

合併で非線引き都市計画区域を編入しているが、人口の 9
割以上が広域都計内に居住している。Ｂ町はこのｄ市を中

心とした広域都計縁辺にあたり（図6）、調整区域面積の割

合は 93.7％を占め、用途地域は工業専用地域が 368.8ha と

全体の 83.4％を占める。他に中心市街地と工業団地隣接地

に、第一種住居地域（59.2ha）、第二種住居地域（9.2ha）、第
一種低層住居専用地域（4.8ha）の住居系用途地域が指定さ

れている（図10参照）。 
以上のように、調整区域内居住人口の割合の高い背景に

は、用途地域の90％以上が工業系用途地域であることが推

測された。そこで、「広域都計・線引きあり」の都市計画区

域を一つ含む448市町村について、調整区域内居住人口割

合別に用途地域種別割合を見ると、特に調整区域内居住人

口の割合が80％を超える市町村は、工業系用途地域の割合

も85％以上と高く、全体としても工業系用途地域の割合が

増えるほど、調整区域内居住人口の割合も高くなる傾向に

あることが確認できた（図7参照）。 
 

7.Ａ町とＢ町の土地利用の実態 

調整区域内の土地利用について、GIS を用いて国土数値

情報８）より、土地利用細分メッシュデータ、都市地域デー

タを使用し、調整区域内での土地利用について図8（100m
メッシュ単位）に示した。また医療機関データ、福祉施設

データより、施設の位置を赤（〇と△）で記した。 
Ａ町の場合、調整区域の西側は森林・荒地が大部分を占

める。一方、東側は田・その他の農用地が大部分を占め、

その中にある程度まとまりをもった既存集落が点在してい

ることがわかる。また医療機関、福祉施設は工業系用途地

域で占められる市街化区域には少なく、調整区域内の既存

団地・既存集落に立地している。 
B 町の場合では、調整区域の大部分を田・その他の農用

地が占めており、その中に立地する建築物は全体としてＡ

町と比べまとまりがなく点在している。一方で医療機関、

福祉施設は、町の東部に位置する住居系の用途地域に指定

（図 10 参照）されている中心市街地にあたる市街化区域

に立地しており、調整区域には少ない。 
 
8.将来人口フレーム設定とそれに関わる開発手法 

Ａ町の場合、今後の将来推計では、人口は平成32年度に

12,337 人と、平成 21 年度の 13,398 人と比べ減少傾向にあ

るとしている。しかし総合計画（平成 23 年 3 月策定）で

は、アウトレットモールのオープン、タウンセンターエリ

アの整備により、生活の利便性の向上が予想されるため、 
また工業団地で働く人々の定住化を図ることで（１）、人口を

増やす見込みが十分にあるとの根拠から目標人口14,000人

図7：市街化調整区域人口割合別の用途地域種別割合
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N=119

N=44
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図6 B町が属する広域都市計画区域 

図5 A町が属する広域都市計画区域 
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とし、人口フレームは増加設定としている（総合計画 p45
～46、表 2 参照）。一方でＡ町が属する区域マス（平成 23
年5月策定）では平成17年人口213,000人に対し、平成32
年には 210,000 人と、人口フレームは減少設定としている

（区域マス p8）。しかし、都市マス（平成 25 年 3 月策定）

では総合計画に従って、あくまでＡ町の目標人口は 14,000
人と増加設定としている（２）（都市マスp39、表2参照）。 
そして、町では、人口増加分を市街化区域編入ではなく、

1）県の開発許可条例に基づく 34 条 12 号（以下、3412 条

例）と34条14号（以下、3414（３））による既存住宅団地の

活用、2）地区計画による新規住宅団地への入居促進、3）
県の開発許可条例に基づく 3411 条例による市街化区域周

辺の活用、4）3）で指定された地域周辺における地区計画

を活用した住宅開発促進、の4つの方法で確保することを

目指している（総合計画 p47,都市マス p97～110）。具体的

には、3411条例では、①市街化区域から1㎞以内に存する

区域、②建築物の敷地相互間の距離が50ｍ以内でおおむね

50戸以上の建築物が連たんしている地域が対象となり、11
集落で指定されている（図9参照）。3411指定区域内では、

非居住者であっても、自己用住宅または自己用の兼用住宅

（事務所、日用品等の販売を主たる目的とする店舗等兼用

する部分が50㎡以下かつ延床面積1/2未満）を目的とした

開発行為は認められるため、新規居住者が受け入れられる

条例規定となっている。 
また 3412 条例、3414 は既存住宅団地を対象とし、それ

ぞれ一つずつ計2団地に指定されている（図9参照）。3412
条例で指定できる住宅団地は線引き以前に開発された団地

であり、自己居住用住宅の建築を目的として開発が認めら

れている。一方、3414（提案基準 27）では、3411 条例お

よび 3412 条例で区域指定できない既存住宅団地において

自己用住宅が許可できる規定となっている。 

【B 町】

図8 Ａ町・Ｂ町の市街化調整区域内の土地利用現況 

都市マスｐ30掲載図に 

加筆 

図9 Ａ町用途地域および市街化調整区域内開発手法

【A 町】 

⼈⼝(⼈） 設定年 ⼈⼝(⼈） 設定年
都市マス ⼈⼝フレーム 14,000 平成32年 15,000 平成39年

基準年⼈⼝ 13,398 平成21年 15,555 平成27年

⽬標年推計⼈⼝ 12,337 平成32年 14,147 平成39年

⼈⼝フレーム 14,000 平成32年 15,000 平成39年

基準年⼈⼝ 213,000 平成17年 795,094 平成22年

⼈⼝フレーム 210,000 平成32年 782,978 平成32年

計画書 記載項⽬
Ａ町 Ｂ町

総合計画

区域マス

表2 人口フレーム設定 
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地区計画については、現在4つの地区計画が調整区域内

で行われている（図9参照）。しかし、地区計画指定予定区

域の中には農振農用地に指定されているため、実施が困難

な状況のエリアもある（9章で詳述） 
一方、Ｂ町の場合、総合計画（平成 28 年 3 月策定,p8）

において、平成 39 年に 15,000 人と設定している目標人口

を都市マス（平成28年3月策定）でも踏襲し、平成39年
に15,000人、概ね20年後の平成47年に14,600人とし、平

成 27 年度人口 15,555 人(総合計画 p8)と比べても、人口フ

レームは減少設定としている（都市マス p15、表 2 参照）。

また、Ｂ町が属する区域マス（平成28年3月）でも平成22
年795,094人と比較すると、将来人口フレームを782,978人
と減少設定しており、都市マスの人口フレームは区域マス

に沿う設定であった（区域マス,p17、表2参照）。 
 

9.拠点設定と拠点に関わる開発手法（図10参照） 
Ａ町では、区域マスに記される工業・流通業務拠点と地

域拠点がある（図10 破線表記）。このうち、地域拠点は、

調整区域であるが、庁舎等公共施設とショッピングセンタ

ーを含む地区計画区域となっている（図9参照）。これに加

え、Ａ町都市マスでは1）工業運輸流通拠点、2）観光レク

リエーション拠点、3）農業観光拠点、4）新規住居拠点の

4種類の拠点を追加設定している。そのうち1）は市街化区

域内（工業系用途）にも位置するが、それ以外は調整区域

に位置する拠点であり、1）工業・運輸流通拠点（既存工場

と地区計画）、2）観光レクリエーション拠点（道の駅等）、

3）農業観光拠点(梨農園)、4）新規住居拠点（工業団地付近）

の 4 種類が設定されている（都市マス p41,43）。その内 1）
～3）は、工業団地地区計画1地区を除けば、既存の施設に

関連付けて拠点が設定されている。一方、4）は人口の受け

皿として、住宅確保を目的として設定されたものであり、

既存団地、既存集落の拠点設定もあるが、加えて、地区計

画の活用による新たな開発を想定している。しかし、地区

計画活用予定地域が農振農用地にある新規住宅拠点③（図

7【A町】右下）の実現は困難な状況にある（１）。 
更に、市街化区域から1km以内に適用範囲が限定されて

いる3411条例の運用では、拠点が設定できない空白エリア

があることも課題として認識されている（１）。 
一方、Ｂ町では、区域マスで定められている拠点として、

産業拠点、生活拠点、地域拠点、観光レクリエーション拠

点があるが、観光レクリエーション拠点の一つを除き、す

べて市街化区域内である（図 10 破線表記）。このうち産

業拠点は工業系用途地域に、それ以外は住居系用途地域に

位置する（区域マスp15）。また、生活拠点はＢ町都市マス

では、これを居住拠点と位置付けた上で、生活機能の確保

とコミュニティの維持を図り、住民の居住環境向上を目指

す「生活拠点」を独自に３つ設定している（都市マスp13)。
その内１つは居住拠点（区域マスでは生活拠点）、区域マス

に定められる地域拠点と観光レクリエーション拠点を含み

更にその周辺の調整区域にも及ぶ範囲に設定している。残

りの生活拠点2つは調整区域に位置し、生活拠点②は工業

系用途地域に隣接し、区域マスの産業拠点内に位置するが、

生活拠点③は市街化区域からは孤立した位置に設定されて

いる。このうち生活拠点②は地区計画を検討しているが、

生活拠点③については、エリアの大部分が農振農用地のた

め、地区計画といった整備手法の活用には、農政サイドと

の調整が必要となる（１）。 
また、町内に9校あった小学校のうち6校が廃校になっ

ており、廃校後の小学校跡地については、コミュニティの

核として地域拠点としての有効性が認識されている。その

整備手法としては、図8で示したように建物がまとまりな

く点在しており、43条建築許可の運用において、建築物の

50 戸連たんの条件（４）を確保できないエリアもあるが、開

発審査会の運用も視野に入れて、既存建築物の用途変更等

【Ａ町】

図10 Ａ町・Ｂ町の拠点設定 

（凡例） 

都市マスの拠点 

区域マスの拠点

観光レクリエー
ション拠点 

工業系用途地域

住居系用途地域

市街化調整区域

近隣商業地域

広域幹線道路 

注）拠点名を   で囲み記載の拠点は区域マスでの設定、それ以外は 
都市マスで設定された拠点 

【Ｂ町】 
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により、生活機能の確保とコミュニティの維持に必要な土

地利用の転換を検討している（１）。 
 

10.まとめ 

各市町村が属する都市計画区域が、広域都計、単独都計

何れの場合でも、調整区域面積割合が高いと調整区域内居

住人口割合も高い傾向にあることが確認できた。 
しかし、調整区域内居住人口が 50％を超える 45 市町村

で単独都計区域に属していたのは3市町村のみであり、約

8割は人口20万未満の中心となる市町村を持つ広域都計お

よび人口 25 万人以上の中心となる市町村を一つ持つ広域

都計の縁辺市町村であり、こうした市町村で宅地化抑制を

前提とする調整区域で多くの人口を抱えざるを得ない状況

にあることが分かった。また、特に工業系用途地域が80％
を超える場合は、調整区域内居住人口も80％以上と高い割

合を示すことが分かった。 
調整区域面積90%以上、調整区域内居住人口割合80%以

上の広域都計縁辺市町村の事例調査から、区域マスで人口

フレームを減少設定しているのに対し、都市マスでは町総

合計画に準じ人口フレームを増加設定している事例が確認

できた。その実現手法としては、既存団地の維持・活用(空
き家・空き区画の活用)を目的とした3412条例や3414、新

たな受け皿つくりとして地区計画や市街化区域周辺での新

規居住者受け入れ可の 3411 条例を活用していることが分

かった。 
また拠点設定については、人口フレーム増加設定、減少

設定に関わらず、区域マスでは市街化区域内での設定を基

本としており、調整区域への拠点設定は都市マスで補って

いることが分かった。調整区域内で設定されている拠点は

主に既存施設を活用した「観光系拠点」と生活機能の確保

とコミュニティの維持を図り、住民の居住環境向上を目指

す「生活拠点」であった。このうち、「生活拠点」について

は、3411条例運用は市街化区域周辺に限定される、農振農

用地では地区計画ができない、小学校跡地の活用に必要な

50戸連たんの条件が満たせないといった理由から、既存の

制度では現在の居住分布からみて適切な位置での実現が困

難な状況がうかがえた。 
以上のことから、調整区域内居住人口割合が高い線引き

広域都計縁辺市町村では、人口減少時代において、今後も

広域都計内で市街化区域の増加を見込めない中、持続的に

居住地として維持し続けていくために、都市マスで位置づ

けることで調整区域内での生活拠点や人口増加エリアの設

定を行っていることが分かった。特に生活拠点については、

今後人口増加を見込まないB町の事例であっても、都市マ

スで拠点の設定が位置づけているが、実際の整備手法とし

て、現行の開発・建築許可制度では限界があり、こうした

地域において、拠点を構築する手法としては、農地法の特

例措置も適用できる、地域再生法に基づく地域再生土地利

用計画等が考えられる。しかし、松川氏も指摘９）している

ように、農地転用に指向しない運用への配慮が重要であり、

今回の2町の事例のように都市マスで位置付けられた生活

拠点に運用を限定する等、都市マスへの位置づけを必須条

件にするといった限定的な運用にとどめる必要があろう。 
今後も引き続き、調整区域面積および調整区域内人口の

割合の高い広域都計縁辺市町村のうち、人口フレームにつ

いて区域マスと異なる増加設定としている市町村を取り上

げ、同様の調査を行い、調整区域における居住および生活

拠点設定に関わる土地利用コントロールについて更に考察

を重ねる予定である。 
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【補注】 
(1)Ａ町担当課（平成30年1月18日実施）およびＢ 町担当課(平成30年1
月24日実施)への訪問インタビュー調査による。 
(2)市町村マスタープランの策定に当たって用いる将来の人口について、都

市計画運用指針(第8版、平成29年6月,p30)では、「市町村マスタープラン

が即すべき市町村の建設に関する基本構想に示される将来の予測人口が、

一般的には当該市町村における産業振興プロジェクト等の効果が十分に発

揮されることを前提としたものである一方、都市計画区域マスタープラン

で用いられる将来の人口が、区域区分の判断の根拠として用いることから、

一般的には現状の人口の動向に基づく抑制的なものであるため、両者の算

出の方法及び結果が異なることがあり得る。」とし、都市マスと区域マスで

別々の数値を用いることも想定されている。 
(3) 3412は基準が条例で決められているため「3412条例」と表現している。

一方3414は開発審査会の提案基準として当該許可を扱うことが明示されて

いるため、2つの表現を区別している。 
(4)都市計画法施行令36条1項3号に基づく都市計画法43条1項の許可 
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